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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、日本における繊維産業施設の歴史的特性を明らかにするとともに、保存・
活用・再生の先進的な事例の収集・分析を行い、施設本来の特徴やその価値をふまえた保存・再生・活用の実現に寄与
することである。
本研究課題において、近代繊維産業施設の所在と現況の調査、近代繊維産業施設の建築的様態の解明、近代繊維産業施
設の保存・再生・活用の先行事例の調査・分析、近代繊維産業施設の価値を活かした保存・活用・再生のあり方の検討
を行った。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the historical featers of modern 
factories of the textile industry in Japan and contribute to the preservation, utilization and 
regeneration of the factories based on their original values and characteristics through analysis of 
advanced cases.
This study clarifies the sites, the conditions and the architectural featers of modern factories of the 
textile industry in Japan, analyses the advanced cases of preservation in Europe, utilization and 
regeneration of the factories and also discuses how to preserve, utilize and regenarate the factories in 
Japan.

研究分野： 近代建築史

キーワード： 産業遺産　近代化遺産　紡績工場　歴史的建造物保存
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１．研究開始当初の背景 
 1990 年代に入って「近代化遺産」あるい
は「近代産業遺産」という概念が現れている。
これは近代産業が生んだ構築物を文化財と
捉え、それらが当初の役割を終えた場合でも
産業技術史の資料として、あるいは地域のア
イデンティティのよりどころとしての価値
を見出してその保存活用を図ろうという発
想である。近年では、世界遺産リストのなか
でも、登録件数に占める「近代化遺産」や「近
代産業遺産」の割合が急速に増している。 
 なかでも繊維産業は近代日本の基幹産業
でありつづけたため、富岡製糸場、倉敷アイ
ビースクエア（旧倉敷紡績）など、近代化遺
産の保存事例の代名詞ともいえる施設を生
んだ。淡路島において図書館やレストランと
して再生された鐘淵紡績洲本支店の諸施設
や、京都において住宅団地の集会所として活
用された鐘淵紡績高野工場の汽罐室などが
ある。ただ、鉱山や発電施設が本来の産業シ
ステムを踏まえて再生されることが多いの
にくらべて、繊維産業は施設の構成を無視し
た断片的な保存ですまされることが目立ち、
そもそも文化財として顧慮されない場合も
少なくない。 
 全国各地で進められている「近代化遺産総
合調査」事業そのものは、どこに何が残って
いるかという所在調査として役割を果たし
おり、繊維産業の関係施設も数多く拾われて
いるが、当然のことながら、現存する工場施
設あるいは遺構についての報告が主になっ
ており、その評価も同様である。もともと、
「近代化遺産」や「近代産業遺産」という概
念が構築された背景には、産業・交通・土木
の近代化にともなう福利施設も含む遺産を
総合的に評価し、近代化のシステム全体を価
値づけようする意図があったが、各道府県が
それぞれに進めているために事業開始当初
に示されていたような問題意識が必ずしも
共有されているとは言えない。それゆえ、そ
うした総合的な価値評価とそれにもとづく
実際の繊維産業施設の保存・再生・活用は、
日本においてはほとんど実現していない。 
 またこうした背景には、近年、世界遺産リ
ストへの登録を目指しているごく一部の「近
代化遺産」や「産業遺産」が注目される一方
で、いまだ繊維産業に関わる施設の総合的な
価値評価の軸が確立されていないために、容
易く解体されてしまう現状への危機感があ
る。近代化の黎明期から日本の基幹産業であ
りつづけた繊維産業の文化的遺産を、よりよ
い形で後世に受け継いでいくために早急に
対策を講じる必要がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、日本における繊維産業施
設の歴史的特性を明らかにするとともに、保
存・活用・再生の先進的な事例の収集・分析
を行い、施設本来の特徴やその価値をふまえ
た保存・再生・活用の実現に寄与することで

ある。 
 これまでに研究代表者は、明治後期から昭
和戦前期の日本において、西欧から移入され
た近代紡績技術が産業として定着する過程
に注目し、生産施設と福利施設から構成され
た工場施設全体のあり様とそれを構成する
原理を明らかにすること目的として研究を
蓄積してきた。そのなかで「技術移転」を機
械や建築が完成した時点で完了するととら
えるのではなく、時間をかけて定着するもの
であるとの視点に立ち、工場の生産システム
の総体として空間が、社会的条件の中で工場
の内側からどのように変革されていったの
か、あるいはどのような形で産業として定着
していったのかを明らかにする必要がある
と考えるに至った。また、福利施設について
は、これまでの研究では個別事例の報告に留
まっていた企業や工場における労働者の居
住施設の実態について、同時代の著述を用い
て俯瞰的な視点から考察を行っていかなけ
ればならないとも考えている。 
 一括りに繊維産業と称される各地の施設
にあり様は、業態あるいは生産品目によって
大きく異なっている。日本においては、綿糸
紡施業、製糸業をはじめとして、絹糸紡績業、
毛織業とさまざま繊維産業が勃興したが、歴
史的な特徴や地域的文脈が異なっており、そ
れらの違いが工場施設の規模、施設構成・配
置、建物の様態等を規定しており、その関係
性の解明と差異の把握が繊維産業施設の総
合的な評価に不可欠である。そして、これら
の成果を基盤に据えることで、産業遺産の保
存再生という現代的課題に新たな視座が築
けるものと考える。 
 
３．研究の方法 
 まず、1890 年代以降、1950 年代までに近
畿圏に立地した近代的繊維産業施設を対象
として、それらがどこにどのような様態でた
っていたか、すなわち生産施設の構成と居
住・福利施設の布置といった工場の建築的あ
りようを解明する。三大紡（鐘淵紡績・東洋
紡績、大日本紡績）の大規模繊維産業施設を
中心として、とくに、業態および製造品目と
生産工程の把握、生産施設のエネルギーシス
テムと動力伝達システムの解明、居住・福利
施設の様態、敷地取得・拡大の経緯等に注目
する。 
 そのうえで、上記の調査によって見出せる
生産システムの特質、あるいは従業員の生活
圏の特性を生かした保存・再生・活用を果た
すべく、欧米における先行事例の収集・分析
を行って、理念と手法のあり方を検討する。 
 
４．研究成果 
（1）近代繊維産業施設の所在と現況 
 近畿圏（京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・
滋賀県・和歌山県）を対象とし、近代繊維産
業施設がどこにどのような様態で建ってい
たかの解明にむけたデータの整理と分析を



行った。まず、農商務省が明治 37 年から隔
年（明治期）もしくは毎年（大正 7年～10 年）
刊行していた『工場通覧』を基礎資料として、
近畿圏における近代繊維産業施設について
の系統的な追跡をおこなった。職工数が 100
人以上の規模の製糸業、紡績業、織物業の各
施設について所在地を把握するとともに、製
造品目、創業年月、職工数、原動力といった
施設の空間的特質を規定し得る事項につい
てもあわせて整理し、繊維産業の発展にとも
なう変化を確認した。そのうえで、こうした
施設の現存状況について、「近代化遺産」調
査報告書の情報や既往文献をもとに把握し
た。 
 近畿圏において、職工数が 100 人以上の規
模の工場は、明治 35 年時点で、製糸業 10 工
場、紡績業 36工場、織物業 17工場を数える。
大正 9 年時点では、製糸業 42 工場、紡績業
55 工場、織物業 109 工場となっている。各繊
維産業のなかで、紡績工場は、一工場あたり
の職工数が多い傾向にあり、職工数が 1000
人を超える工場も、明治 35年時点で 10工場、
大正 9 年時点で 34 工場確認できる。また、
時代が下るにつれて大規模な織物工場（紡織
工場）が増加していることが確認された。 
しかしながら、大規模な工場で現存が確認

されている例はわずかである。また、こうし
た工場では、遠隔地から積極的に職工の募集
を行うことが多くなり、周辺に住居施設を中
心とした多数の福利施設が整備されていた
と考えられるが、その残存まで確認されてい
る事例はより少ない。 
 
（2）近代繊維産業施設の建築的様態 
 三大紡（鐘淵紡績・東洋紡績・大日本紡績）
を中心とした繊維企業を対象として、業態お
よび製造品目、生産施設のエネルギーシステ
ムと動力伝達システムと工場施設の関係性
について分析を行った。渋沢史料館、東洋紡、
イギリスランカシャーアーカイブズ等の調
査においては、これまで明らかでなかった工
場の様態を示す一次資料を見出すことが出
来た。 
 日本の近代紡績業は様式技術の導入によ
る移植産業として勃興する。近代紡績業の生
成の過程は、工場成立の主体を主眼におくと、
政府や各府県といった官が主導する技術の
移植段階と、その後の大阪紡績会社の発足を
端緒とする、民営の産業としての確立段階と
に大きく分けることができる。 
 そうしたなかで、大阪紡績（のちの東洋紡
績）は、日本の大規模紡績工場建築の草創期
のあり方を示すものといえる。明治 15 年 5
月、渋沢栄一らによって大阪府西成郡三軒家
村に設立された大阪紡績会社は近代紡績工
業の嚆矢として広く認知されているものの、
工場建築の様態については明らかでない部
分が多かった。とくに、明治 25 年 12 月の火
災以前の状況を伝える図面や写真の存在は
知られていなかったが、今回新たな資料の現

存が確認でき、建築的様態も明らかになった。 
 第 1号工場（1883 年）の建築は、煉瓦造平
屋建てで正方形に近い平面を持つ点や、側窓
採光によらず鋸屋根による北面採光とする
点において、濃尾地震および日清戦争以後に
各地で建てられた紡績工場の特徴を有して
おり、日本において一般にイメージされる紡
績工場の原形ともいえるものであった。これ
は、大阪紡績の工場として一般にイメージさ
る第 2・3 号工場とは一線を画するものであ
ったといえる。 
 その後、第 1号工場の南側に増築された第
2工場（1886 年）は煉瓦造 3階建て、両工場
とは別に敷地東端に新築された第 3 号工場
（1889 年）は煉瓦造 4階建てであった。第 1
号工場が後に日本で普及する紡績工場に近
い単層の形式で建てられながら、第 2号およ
び第3号工場ではイギリスで一般的だった多
層の形式へと展開されるという経緯をたど
ったことが明らかになった。これには、鋸屋
根によって北面からの均質な光を取り入れ
られる点、材料や製品の運搬における利点、
建築費用の点などにおいて単層の形式が勝
ると認識しながらも、敷地面積の不足を補う
ために多層の形式を選択した背景があった。 
 一方、鐘淵紡績の発展の過程は、増錐と操
業短縮を繰り返しながら全体として生産規
模を拡大してきた確立期における紡績業の
展開と軌を一にするもので、紡績業の工場施
設の変遷を顕著に示している。 
 紡績工場における施設の配置は生産施設
の建物を中心に展開されており、生産規模の
拡大は、工場施設の空間に大きな影響を与え
ることとなる。新工場を建設して別の生産ラ
インを新設する場合には、たとえ既存の工場
敷地内に建てられる場合であっても、福利施
設の新設を伴う。また、既存工場への増築を
行って新たに一つの製造ラインを構築する
場合には、既存の福利施設が撤去されて工場
の空間全体が再編される契機となったと考
えられる。工場の新設あるいは増築において
は、主要動力の選択が建物の構成に大きく関
係している。具体的には、工場の新設におい
て、蒸気動力から電気動力への変化、さらに
は集団運転方式から個別運転方式への移行
とともに平面における制約がなくなり、昭和
初期には紡績工程や織布工程、倉庫も含む生
産過程を自由に計画することが可能となっ
た。また、増築においても、昭和初期には、
電気動力への移行とそれにともなう動力の
分散が進んだことで、増築による生産拡大が
容易になったといえる。 
 
（3）近代繊維産業施設の保存・再生・活用
の先行事例 
 西欧における繊維産業施設の保存・再生・
活用の先行事例について調査と分析を行っ
た。とくに、世界の繊維産業を牽引したイギ
リスにおける繊維産業施設の保存・活用・再
生の事例（Masson Mills、Cromford Mills、



Belper Mills、McConnel and Kennedy Mills、
Salts Mill、New Lanark Mills など）につい
て現状を調査・確認するとともに、そこに至
る経緯などを知り得る資料・文献の収集に努
めた。 
 世界遺産登録されている産業遺産は、施設
の有する歴史性を最大限担保しつつ、現代に
おける機能的要求にも対応した保存・再生す
るかが課題となっているといえる。世界遺産
リストに登録されている文化遺産のうち、構
成資産に繊維産業施設が含まれるものとし
て、イギリスの「ダーウェント峡谷の工場群」
「ニュー・ラナーク」「ソルテア」（いずれも
2001 年登録）がある。 
 ダーウェント峡谷の工場群は、峡谷に沿っ
て設けられた多数の施設が遺産として価値
づけられている。いずれの工場も水車動力を
主たる動力としたため、各工場はその土地と
密接な関係を有している。そのため水車動力
とその伝達機構を維持することを注力して
おり、川の水を引き込む機構が確認できるよ
うになっている。また、峡谷における工場の
整備は、周辺の住宅地形成と関連付けてとら
えられている。交通の便が悪い土地にあって、
各遺産はより地元の生活に根差した施設と
して活用されている。マッソンミルなどは日
常的な商業施設という性格が強く、増築部分
はショッピングセンターおよびその駐車場
して転用されている。 
 ニュー・ラナークは、オーウェンの思想の
もとに形づくられたある種のユートピアと
しての特徴をいかし、ネットワーク型のミュ
ージアムとして整備されている。遺産を構成
する複数の工場と付属施設、労働者の住居や
学校、工場主の住宅など複数の建物が資料展
示や情報発信に利用され、来訪者がこれらを
巡りながらコミュニティのあり方を理解で
きるよう工夫されている。上階部分が失われ
ていた第一工場は、外観を復原する一方で、
内部を大胆に改造してホテルとして転用し
ている。レストランやカフェ、ショップ、プ
ールも併設されており、サイト内に滞在でき
るようになっている。展示においては、動力
機構や機械設備の動態的な展示を行ってい
る。水車動力を補う役割を果たすスチームエ
ンジンは、後に他所から譲り受けて設置され
たものであり、機能的な完全性の維持を重要
視していることが理解できる。また、小規模
ながら、ミュール紡績機を稼働させ、機能と
技術を継承するよう努めている。 
 ソルテアは、大都市に近いという特性を生
かし、より一般的な商業施設として活用され
ている。生産の中心であったソルツミルは、
美術館、ギャラリー、レストラン、カフェ、
ブックショップを中心に整備され、このほか
にインテリアショップやアンティークショ
ップなどのテナントが入居している。また、
一部建物は公共的な機関の事務所としても
用いられている。ただ、元来の役割を示すた
め、使用されていた紡績機械や製品、当時の

資料や映像などを展示するスペースを設け
ている点は他と共通している。 
 イギリスの繊維産業も衰退が甚だしく、施
設をそのまま維持していくのは困難である。
とくに規模が大きい紡績業施設では、遺産と
しての価値が高い場合でも、商業利用を含む
複合的な施設として活用することで持続的
な保存を図っている。新たな用途に適用させ
ながらも紡績業施設としてのインテグリテ
ィを維持するため、福利施設や関連施設も含
めて継承し、動力機関や紡績機械の動態的保
存あるいは復元的展示や案内によって元来
の役割が認知できるように配慮されている。 
文化財的価値を損なわない改修手法につい
ては組積造を中心とした西欧における従来
の建築保存の考え方が基本となっているこ
とが確認できた。 
 
（4）近代繊維産業施設の価値を活かした保
存・活用・再生のあり方 
 産業遺産の保存に関する国際的な指針と
して、国際記念物遺跡会議（ICOMOS）におけ
る産業考古学に関する専門アドバイザーの
立 場 に あ る 国 際 産 業 遺 産 保 存 委 員 会
（TICCIH）が 2003 年に採択した、「ニジニー
タギル憲章」がある。また、2010 年に策定さ
れた「ICOMOS-TICCIH 共同原則」では、産業
遺産の定義や価値、またその保存や活用のあ
り方についてより詳細に検討されている。当
初の憲章から、機能的な完全性(functional 
integrity)の保存を重要視する一方で、新た
な用途に適応させること（adaptation of an 
industrial site to a new use）が容認され
ており、共同宣言でもその考え方が継承され
ている。 
 繊維産業の衰退のため、何らかの手を加え
ることなしには残存し難いという現実のな
かで、繊維産業遺産として歴史的価値を維持
し、空間的な特質を継承しながらいかにして
新たな用途への転換を図るかが課題となる。
機能的な完全性の保存という考え方は、各時
代の正当な貢献を尊重する考え方にもつな
がっており、木造建築における根本修理や創
建時のあり方を重視する復原修理とは異な
るアプローチが必要となる。 
 鋸屋根に代表される繊維産業の特徴的な
建築形式を継承するのみにとどまらず、工場
の立地や各建物の構成を規定する動力とそ
の伝達機構、それぞれの空間を規定する製造
工程の内容が重要になってくる。また、機械
の保存や展示の工夫、後の改変をも含む痕跡
の継承も必要となると考えられる。これらは、
工場の規模が大きい紡績工場、紡織工場、製
糸工場、規模が小さい織布工場、製糸工場と
もに共通する点であろう。 
 大規模な繊維産業施設の活用にあたって
は、商業利用も含む複合的なプログラムと段
階的な整備を想定する必要がある。新しい用
途については、重工業、化学工業、鉱業の施
設や交通施設、土木施設に比べれば多くの選



択肢を想定し得る。 
 工場本体の周辺に福利施設を有している
場合には、労働者の生活も含めた地域の歴史
としてとらえなければならない。そのうえで、
工場の役割と発展の経緯を把握し、各施設を
結びつけて群として認識できるようにする
必要がある。情報発信の中核となるコア、そ
れぞれに関連する遺産を展示するサテライ
ト、新たな発見につながるディスカバリート
レイルなどを配置した、いわゆるエコミュー
ジアムとしての側面を持たせた整備も考え
得るだろう。 
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